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質問番号 １番  答弁者 水道部長  

質問事項 公共下水道・浄化センターの建設（委託）やシステムについて  

《質問要旨》 

 高富・富岡地区の公共下水道の浄化センターの建設が間もなく発注される。 

 公共下水道の全体事業費１７３億円のうち６３億円とされる施設だ。 

 今は、大規模事業は、「一般競争入札が原則」というの時代の流れがある。し

かし、市は日本下水道事業団（以下、事業団）に決めていると受け取れる。私

は、経済性からも自治体の主体性からも強い疑問を感ずるので、以下、質問す

る。 

 

（１）事業団との関係について 

①事業団は、この計画にはいつからどのようにかかわっているか 

 

②事業団は、２０００年（Ｈ１２年）にコスト縮減の新行動計画を策定し、２

００３年（Ｈ１５年）９月１８日には、（Ｈ１４年の）「公共工事縮減の成果と

今後の取り組み」を公表した。 

 これらのコスト縮減の取り組みは、事業団と関係以降、本市の計画に反映さ

れているのか、いないのか。いるなら、どの程度の額で、その要点はどのよう

か。 

 その取り組みは継続・深化されると受け取れるが、仮に、事業団に委託した

場合、今後については、コスト面でどのように展望できるのか。 

 

（２）事業団への発注の前だから 

①まるで「６０億円余の事業を随意契約する」と言うしかない。相手方に、事

業団以外の選択肢はないのか。 

 

②浄化センターに関して、市が、直接、一般競争入札にすることは、手続き上

の障害はないと考えるが、どうか。もしくは、一般競争入札できない理由は何

か。 

 

③仮に、事業団と組むとしたら、今年は、いつ頃、何をするのか（事業団や議

会等）。 

 

（３）損害賠償条項について 

 事業団の仕切った自治体の下水道事業にまつわる談合に関して大きな社会問

題になっている。住民訴訟での返還命令や和解が幾つもある。そういう意味で
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は、日本国内では、極めて特徴的な団体だ。 

 仮に、事業団に委ねる場合、後に業者間の談合等が明らかになった場合の損

害賠償条項を儲けるべきではないか。その額も当該予定額の２０％以上を課す

べきでないか。 

 

（４）発注の後について 

①仮に市と事業団が契約したら、それ以降、浄化センターに関しては、事業団

が直接発注することになる。施設建設に係る各種工事の発注は、「一般競争入札

の原則」をとるべきではないのか。 

 

②市は、当市事業に関して、事業団業務のどこまで監査できるのか。 

 

③事業団あるいはその下請けの当該山県の事業分に関して、市民から情報公開

の求めがあった場合、市は、どうするのか、どこまで対応するつもりがあるの

か。 

 

（５）浄化センターの維持に関して 

  センターの共用開始後、維持費、ランニングコストをどのように抑えるか

が重要になる。現在の計画では、最小のコストでの維持方法を追求したのか。

それはどのような方法なのか。もしくは、どのような方法が検討されているの

か。 

 

（６）浄化センターの汚泥処理について 

① 事業団が立案し採用している現在のシステムでは、浄化センターの汚泥処

理方法はどのように計画されているのか。 

 

②それは、最小のコストでの汚泥処理方法といえるのか 

 

 

●〔答弁〕 水道部長 

  最初の「事業団との関係について」のご質問の中で、事業団の本計画への関

わりについてですが、平成１２年度に高富公共下水道事業を実施するにあたり、

新しく公共下水道事業を始めた市町村の約７割が事業団に業務の委託をしてお

り、実績が豊富であるという点を考慮し、全体計画の策定を委託いたしており

ます。又、平成１３年度には都市計画決定、下水道法事業認可及び都市計画法

事業認可業務、平成１５年度には、浄化センターの基本設計、平成１６年度に
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は詳細設計を委託しております。 

 次に、「事業団のコスト縮減の取り組みについて」、本計画に反映されている

かどうかということですが、本浄化センター建設においても、設計段階で汚泥

脱水機の機種選定など１２項目の縮減策により約２億２千万円の工事費削減が

図られています。  

  次に、事業団に委託した場合、コスト縮減の取り組みが継続されることによ

る、今後のコスト面での展望についてですが、平成２０年の供用開始までに２

分の１の施設能力を建設する第１期工事、その後汚水量の伸びに伴って増設工

事を行い、全体計画が達成される訳ですが、今後継続・深化されるコスト縮減

策により、建設コストの縮減が図られるものと考えております。 

 ２点目の「事業団への発注の前だから」のご質問の中で、浄化センターの発

注先として事業団以外に選択肢がないかということですが、高富浄化センター

の建設については、施設の規模が計画汚水量‐日量最大８，５００立米と大き

く、多種の専門的かつ複雑な技術を要するものであり、工事の発注にあたって

は、設計及び工事の監督管理について、豊富な経験と知識が必要となります。

また、建設事業の遂行能力や施設稼働後の維持管理体制を十分考慮することが

重要となります。 

 市が独自で建設する場合、下水道法第２２条により設計又は工事の監督管理

については、政令で定める資格を有する者が行う必要がある訳ですが、土木、

建築、機械、電気、水質といった各職種に渡る専門技術者がおりません。した

がって、これら職員を確保する必要がある訳ですが、職員の増員の問題及び生

涯の人件費を勘案すると、経済的に事業を遂行するためには、業者委託が適当

と考えられます。 

  事業団は、下水道事業を行う場合、技術者が不足している地方公共団体を支

援することを目的として、地方公共団体の首長などにより設立された組織であ

ります。平成１７年度で設立以来３３年が経過し、平成１６年度までに全国で

３，２６２箇所の工事を受託した実績を持ち、県内においても合併前の公共下

水道事業実施市町村７０の内４９市町村・６８箇所で受託しており、豊富な経

験及び技術をを有する職員を多数有し、信頼があります。施設完成後は、事後

点検、初期運転指導、維持管理の技術援助、機能診断などのサービスを実施し

ており、建設工事から維持管理への移行を円滑に行うことができます。 

  また、建設工事のコスト縮減にも積極的な取り組みがされ、成果を上げてお

ります。 

 発注設計書の作成及び工事監理業務について、市が独自で建設するものとし

て、一般のコンサルに発注した場合と費用の面での比較をすると、事業団の方

が安価となります。 
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 以上のことから、浄化センター建設工事については、市のニーズを適格に反

映する体制を整備している事業団に発注する予定となっていますので、ご理解

をお願いいたします。 

  次に、市が浄化センターに関し、直接一般競争入札にすることについて、手

続き上の障害はないと考えるがどうか、若しくは一般競争入札にできない理由

は何かというご質問ですが、市といたしましては、浄化センターの発注につい

ては、先程述べましたように、市独自で建設するのではなく、事業団委託が最

適であると考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

  次に、事業団と組んだ場合の今年の今後の予定についてのご質問についてで

すが、国の補助金の交付内示を受け、７月から８月頃に事業団と浄化センター

建設工事について仮の委託協定を締結いたします。次に、国の補助金の交付決

定を受け８月から９月頃に議会において、委託協定について審議をしていただ

きます。次に、議決されますと本協定を締結する運びとなります。次に、事業

団において、発注設計書の作成、業者選定、入札、契約、現場監理業務、完了

検査の一連の業務が行われます。 

 ３点目の「損害賠償条項について」のご質問についてですが、事業団と委託

協定を締結した場合、業者間の談合防止のため、協定書の中に損害賠償条項を

設ける方針でおります。額の比率については、他市町村の例を参考として定め

る予定です。 

 ４点目の「発注後について」のご質問の中で、事業団が工事を発注する場合、

一般競争入札の原則をとるべきではないかということですが、事業団では新規

に発注する工事は、入札の透明性、客観性及び競争性を高めるため、受注希望

者を募集する一般競争入札と、公募型指名競争入札の２方式が採用されていま

す。この一般競争入札と、公募型指名競争入札は、国の一般競争入札の基準額

で分けておりますが、２方式に基本的な差はございませんので、一般競争入札

の原則がとられていえるといえます。したがって、事業団独自で入札参加業者

を選定して指名することはありませんし、弁護士、大学教授などの第三者によ

り構成される入札監視委員会によりチェックが行われておりますので、ご理解

のほどよろしくお願いいたします。 

  次に、市は当市事業に関し、事業団業務のどこまで監査できるのかというこ

とですが、市は委託した事業の範囲については、適正に行われたかどうか監査

できます。 

 次に、事業団あるいは下請けの当市事業分に関する情報公開についてのご質

問ですが、市民から情報公開の求めがあった場合、市は市の情報公開条例にの

っとり対応して参ります。 

 なお、事業団情報公開規定に基づき、市民は直接事業団に対して情報公開を
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求めることもできます。 

 ５点目の「浄化センターの維持に関して」のご質問についてですが、本浄化

センターでは、汚水処理に運転管理が容易で、維持管理コストの低いオキシデ

ーションディッチ法を採用しています。この方法は、処理の安定性が高く、高

度処理にも対応が可能であります。また、汚泥処理施設の脱水機の選定にあた

っては、濃縮・貯留設備を省略した機種を採用して、建設費、維持管理コスト

の低減と運転管理の容易さを図っています。 

 ６点目のご質問の「浄化センターの汚泥処理について」の中で、事業団が立

案し採用している現システムにおける浄化センター汚泥処理方法ですが、上位

計画である岐阜県下水道汚泥処理総合計画の集約処理及び最近の汚泥有効利用

の動向を踏まえ、汚泥収集方法、施設建設場所、製品の市場性・流通経路など

を検討しましたが、現在のところ解決すべき問題点が多く、短中期的な処分に

ついては、発生する汚泥量も少ないことから、汚泥脱水ケーキを産業廃棄物と

して業者に委託して、搬出処分することとしています。 

 次に、この汚泥処理方法が最小のコストでの方法といえるかということです

が、現在のところ、直接脱水した汚泥脱水ケーキを搬出処分する方法は、プロ

セスが最も少なく安価な方法であるといえますが、長期的には、産業廃棄物処

分場の確保が困難となることが予想されており、今後周辺市町村の動向を踏ま

え、汚泥の集約処理、有効利用等を検討して参ります。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

 

 

◆《再質問・寺町》 

 答弁が長かったので、簡略に再質問する。 

 ・まず、損害賠償条項が設けられるということは、山県から見ると、進歩だ。

他の市町村の動向をみてその率を決めるということだった。１０％が主流だが、

調べて見ると、京都だとか目黒だとかは、１０％プラス自治体の損害額が明ら

かになれば、その部分を加える、それが最近の傾向だ。基本額プラス損害額が

算定されたらそれも加えるということについてどうか。 

 

 ・汚泥処理について脱水ケーキ云々だったが、結局、産業廃棄物としての処

理の仕方は高価なものになる。今の答えもその趣旨はあった。 私は、一番コ

ストを押さえることができるのは、その自治体がもつ一般ゴミの処理システム

の中に、「あわせ産廃」として処理するシステムだと思う。どう考えるか。 

 

●再答弁・水道部長 
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 損害賠償制度の中で１０％プラス損害賠償の分を課している市町村もあると

いうことでそういう点を検討したらどうか、ということだが、先の質問でもお

話があったが、下団では談合の問題があって判決がでている。これをを見ると

だいたい７、８％というような判決がでている。他市町村の例で行くと、先程

の１０％というのが多い訳だが、２０％という率を課している市もある。こう

いった点について、１０％プラス何がし損害賠償の加算についても今後検討し

てまいる。 

 次２点目の、汚泥処理を現在計画中のゴミ焼却施設で行うことについてそれ

が安価な方法ではないかという質問だが、この下水汚泥を現在計画中のゴミ焼

却施設で処理することについては、汚泥処理方法の確かに一つだ。しかし、こ

のゴミ焼却施設の建設について地元説明会では、可燃ゴミと、家庭から搬出さ

れている木屑、おが屑、繊維屑、紙ゴミ程度の産業廃棄物を併せ処理するとい

うことで地元ではお願いしている。従って、産業廃棄物である下水汚泥を併せ

て処理するということは現在のところ考えていない。 

 

◆ (寺町) 

 時間がないので、仕方ないが再質問で終わって、次ぎに市長にいく。 

 


